医事法試験2010年9月3日金曜　14時半～16時半　26番教室  樋口範雄・児玉安司
（問題の解答の順番は問わないが、どの問題に対する解答かをはっきりと明示して下さい。たとえば１－１）というように。なお多くの人は1番と2番に答えて下さい）
１　次の引用判例を読んで問いに答えなさい（ただし、引用には誤りのある部分がある）。
あん摩師はり師きゆう師及び柔道整復師法違反被告事件
最高裁昭和35年1月27 日大法廷判決
第一審平簡易裁判所昭和28 年4月16日判決
控訴審仙台地方裁判所昭和29年6月29日判決
【事実の概要】
　被告人は法定の除外事由がないのに拘らず昭和26年9月1日から同月4日迄の間前後4回に亘り肩書住居等に於てＴ外2名に対しＨ・Ｓ式無熱高周波療法と称する療法を一回100円の料金を徴して施し以て医業類似行為を業とした結果、罰金1000円（執行猶予3年）の刑に処せられて上訴した（なお、この法律違反は現在、50万円以下の罰金となっている）。
【主文】原判決を破棄する。
【理由】　　　　　　　
　被告人の上告趣意について。
　論旨は被告人の業としたＨＳ式無熱高周波療法が、あん摩師、はり師、きゆう師及び柔道整復師法にいう医業類似行為として同法の適用を受け禁止されるものであるならば、同法は憲法22条に違反する無効な法律であるから、かかる法律により被告人を処罰することはできない。本件ＨＳ式無熱高周波療法は有効無害の療法であって公共の福祉に反しないので、これを禁止する右法律は違憲であり、被告人の所為は罪とならないものであるというに帰する。
　憲法22条は、何人も、公共の福祉に反しない限り、職業選択の自由を有することを保障している。されば、あん摩師、はり師、きゆう師及び柔道整復師法12条が何人も同法1条に掲げるものを除く外、医業類似行為を業としてはならないと規定し、同条に違反した者を同14条が処罰するのは、これらの医業類似行為を業とすることが公共の福祉に反するものと認めたが故にほかならない。ところで、医業類似行為を業とすることが公共の福祉に反するのは、かかる業務行為が人の健康に害を及ぼす虞があるからである。それ故前記法律が医業類似行為を業とすることを禁止処罰するのも人の健康に害を及ぼす虞のある業務行為に限局する趣旨と解しなければならないのであって、このような禁止処罰は公共の福祉上必要であるから前記法律12条、14条は憲法22条に反するものではない。しかるに、原審弁護人の本件ＨＳ式無熱高周波療法はいささかも人体に危害を与えず、また保健衛生上なんら悪影響がないのであるから、これが施行を業とするのは少しも公共の福祉に反せず従つて憲法22条によつて保障された職業選択の自由に属するとの控訴趣意に対し、原判決は被告人の業とした本件ＨＳ式無熱高周波療法が人の健康に害を及ぼす虞があるか否かの点についてはなんら判示するところがなく、ただ被告人が本件ＨＳ式無熱高周波療法を業として行つた事実だけで前記法律12条に違反したものと即断したことは、右法律の解釈を誤つた違法があるか理由不備の違法があり、右の違法は判決に影響を及ぼすものと認められるので、原判決を破棄しなければ著しく正義に反するものというべきである。よって、刑訴411条1号、413条前段に従い、主文のとおり判決する。
問１　本件では、通称あはき法12条違反が問題となっているが、さらに広く、医師法第17条 「医師でなければ、医業をなしてはならない。」（同第31条により違反者には3年以下の懲役もしくは100万円以下の罰金が科される）まで視野に入れて、医療行為・医療類似行為の規制のあり方について論じなさい。
問２　本件問題文（引用文全体を含む）には最初に記したように明らかに間違って引用した部分がある。それは何か指摘しなさい。
２　次の2題は、日本とアメリカの医師国家試験問題である。これに答えて、なぜそれが正解かを説明しなさい。さらに、それぞれの問題の背景にある根本的課題に言及してください。
１）異状死体の届け出が必要ないのはどれか（日本）
　　a 生後2ヶ月の乳児が保育所で突然死した。
　　b 医師に処方された抗菌薬を帰宅後に服用したらショック死した。
　　c 来院時心臓停止（CPAOA）の患者が蘇生することなく死亡した。
　　d 精神科に入院中の患者が作業療法中に突然死した。
　　e 心筋梗塞で救急搬入された初診患者が1時間後に心筋梗塞で死亡した。
２）あなたが受け持っている患者の一人にHIV陽性の独身男性の医師がいる。彼は最近、自分がHIV陽性であることを知った。彼は秘密保持についてはとても用心しており、あなたは彼がHIV陽性であることを知っている唯一の人間である。彼はあなたに、あなたは（このことを）誰に対して知らせる法的義務を負っているのかと尋ねた。あなたは彼にどのように話すべきか?（アメリカ）
a.　彼の保険会社には伝えなければならない。
b.　州政府には伝えなければならない。
c.　彼の患者には伝えなければならない。
d.　彼が、感染が起こり得る手術を行う場合にのみ、彼の患者に伝えなければならない。
e.　彼の直筆の書面による同意がない限り、誰に対しても知らせる義務はない。
f.　彼の使用者には伝えなければならない。
g.　病院の人事部には伝えなければならない。
３　授業の中で報告の機会に恵まれなかった人については、これについても回答して下さい。
　問　本人への医療情報の提供について、わが国の現状と法がどのようなものであるかを説明し、その問題点を指摘しなさい。
